
第1章 現在直面する危機と過去の危機

第1章「現在直面する危機と過去の危機」においては、第1節で、我が国が現在直面する危機とし
て、「新型コロナウイルス感染症」及び「災害の激甚化・頻発化」について、これまでの経緯、対応、
想定されるリスク等を整理する。
我が国はこれまでも危機に直面してきたが、危機を契機に対策を講じ、よりよい社会を形成してき
た。第2節「過去の危機と変化」では、過去の危機として「関東大震災」、「阪神・淡路大震災」及び
「東日本大震災」について、概要、教訓、それによる社会の変化等を整理する。

	 第1節	 現在直面する危機

 1	 新型コロナウイルス感染症
新型コロナウイルス感染症は2019年12月に中国湖北省武漢市で感染者が報告されて以降、日本
も含め世界中に感染が拡大し、2021年1月には累計の感染者数が1億人を超えた。各国では、感染
拡大防止のため、ロックダウンなど人の動きを抑制しており、これにより、各国の経済面でも大きな
影響が出ている。
我が国でも2020年1月15日に初めての感染者が確認されて以降、感染が拡大し、国民の生命・
身体に大きな被害を与えている。また、経済面においても、GDP が比較可能な1994年以降最低の下
がり幅を見せるなど、大きな打撃を受けている。我が国においては、スペイン風邪（1918-1920）
以来の大規模なパンデミックであり、多くの人が未経験であることからも、その影響は重大なものと
なっている。
以上の観点から、新型コロナウイルス感染症は、現在直面する危機であると言える。本節では、新
型コロナウイルス感染症についてのこれまでの経緯や政府の対応状況、国土交通省所管業界への影響
とその対応等を述べる。

（ 1 ）生命・身体への影響
（新型コロナウイルス感染症の健康リスク）
「新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）」は、コロナウイルスの一つである。コロナウイルスには、
一般の風邪の原因となるウイルスの他、「重症急性呼吸器症候群（SARS）」や「中東呼吸器症候群
（MERS）」ウイルスが含まれる。
政府の新型コロナウイルス感染症対策本部等によると、新型コロナウイルスに感染すると、発熱や
咳などの風邪症状や嗅味覚障害が1週間程度続くことが多く、軽症の場合は経過観察のみで自然に軽
快することが多いとされている（厚生労働省の「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手
引き・第3版」によると、感染者の約8割が軽症のまま治癒とされている）。ただし、高齢者や基礎
疾患のある人は重症化リスクが高いとされており、重症化した場合には人工呼吸器や体外式膜型人工
肺（ECMO）等による集中治療を行うことがある。
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さらに、従来よりも感染しやすいまたは重症化しやすい可能性のある変異株や、ワクチンが効きに
くい可能性のある変異株が世界各地で報告されている。我が国でもこれら変異株の感染者やクラス
ターの報告がされており、主流株としてまん延した場合には、これまで以上の患者数や重症者数の増
加につながり、医療・公衆衛生体制を急速に圧迫するおそれがある。
新型コロナウイルスは主に飛沫感染஫ 1や接触感染஫ 2によって感染し、①密閉空間（換気の悪い密閉

空間である）、②密集場所（多くの人が密集している）、③密接場面（互いに手を伸ばしたら手が届く
距離での会話や発声が行われる）という3つの条件（以下「三つの密」という。）の環境で感染リス
クが高まるとされている。このほか、飲酒を伴う懇親会等、大人数や長時間に及ぶ飲食、マスクなし
での会話、狭い空間での共同生活、居場所の切り替わりといった場面でも感染が起きやすく、注意が
必要とされている。
国立感染症研究所によると、変異株であっても、個人の基本的な感染予防策としては、従来と同様
に、特に「感染リスクが高まる「5つの場面」」など「三つの密」の回避、マスクの着用、手洗い等
が有効であり、推奨されている。

（世界での感染状況と動向）
世界全体での、新型コロナウイルスの感染者数は、累計で128,206,496人、死者数は、累計で
2,805,906人（外務省4月1日11：00）となっている。
また、2020年1月31日に世界保健機関（WHO）により、「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急
事態に該当する」と発表された。2020年3月11日には、「新型コロナウイルスがパンデミックと形
容される」と評価され、世界的な大流行になっているとの認識が示された。
新型コロナウイルス感染症対策の切り札として期待されているワクチン接種については、2020年
12月上旬の英国における接種開始を皮切りに、世界各国で接種が本格化した。世界全体の累計接種
回数は、3月31日までに5億9899万回（Our World in Data（オックスフォード大学））を超えている。
日本の累計接種回数は100万2739回となっている。（3月31日）

（日本での感染状況）
我が国においては、2020年1月15日に最初
の感染者が確認されて以降、都市部を中心に感
染者数が増加し、地方においても急速に感染拡
大する等、多くの感染者が生じることとなった。
2021年1月8日には1日の感染者数が7,844
人と過去最高を更新し（図表Ⅰ-1-1-1）、2021
年3月末時点で累計470,420人、死亡者につい
ても、2月13日に国内で最初の死亡者が確認
されて以降、2021年3月末時点で累計9,159
人となっている。

஫ 1ɹ ײછऀのඈລʢ͘͠ΌΈɺ֏ɺͭ͹ͳͲʣͱҰॹʹ΢Πϧε͕์ग़͞Εɺଞのਓ͕ͦの΢ΠϧεΛޱ΍ඓͳͲ͔Β͍ٵ
৅ͰあΔɻݱછ͢ΔײΜͰࠐ

஫ 2ɹ ײછऀ͕͘͠ΌΈ΍֏ΛखͰԡ͑ͨ͞ޙʹͦのखͰपりの෺ʹ৮ΕΔͱ΢Πϧε͕෇͖ɺଞのਓ͕ͦΕΛ৮Δͱ΢Πϧ
ε͕खʹ෇ண͠ɺͦのखͰޱ΍ඓΛ৮Δ͜ͱʹΑり೪ບ͔Βײછ͢Δݱ৅ͰあΔɻ

 図表Ⅰ-1-1-1  新型コロナウイルス感染症の国内
陽性者数（短日、累計）の推移
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資料）厚生労働省発表に基づき国土交通省作成
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（日本政府及び国土交通省の対応）
2020年1月30日、世界中での新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を鑑み、政府として総合

的かつ強力に対策を推進するため、新型コロナウイルス感染症対策本部（以下、政府対策本部）が設
置された。国土交通省においても、同日「国土交通省新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置し、
水際対策や国内の感染防止対策等に取り組んできた。
翌31日から出入国管理及び難民認定法に基づき、水際対策（特定の地域や船舶を指定し、対象者

の上陸を拒否する対策）が実施され、以降、順次指定地域等が拡大されている。これを受け国土交通
省としては、航空会社・空港関係者や外航旅客船事業者等に、機内や船内における健康カードの配布、
入国拒否措置等の旅客への周知やパスポートの確認等の実施を要請した。また、感染拡大防止のため、
鉄道会社やバス事業者に対し、従業員の感染症対策の徹底等に加え、テレワークや時差出勤等を要請
してきた。
上記の取り組みにも関わらず、感染が拡大していたことから、政府は、2020年4月7日に新型イ

ンフルエンザ等対策特別措置法第32条第1項に基づき、緊急事態を宣言した。当初、対象期間を5
月6日まで、対象地域を埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県の7都府県
としていたが、感染拡大が続いたことから、対象期間を5月31日まで延期し、対象範囲を全国へと
拡大した。5月14日以降、新規感染者数の減少等を踏まえ、順次対象範囲を縮小し、5月25日には
全都道府県の緊急事態解除を宣言した。
緊急事態宣言期間中の感染拡大抑制のため、国土交通省では、鉄道会社や高速道路会社、港湾管理

者等に対し、対象地域からの越境移動の自粛に向けた呼びかけについて協力を依頼した。さらに、
ゴールデンウィーク期間中の地方部に適用される高速道路料金の休日割引の適用除外や、高速道路の
SA・PAのレストラン等の営業自粛の協力要請等を行った。また、国民生活・国民経済の安定確保に
不可欠な業務を行う事業者においては、緊急事態宣言時においても、事業の継続を図ることが求めら
れた。国土交通分野においては、鉄道、バス、航空等の公共交通分野、トラック、海運等の物流分野、
河川・道路の管理や公共工事等の安全安心に必要な社会基盤分野等の事業者が、新型コロナウイルス
感染症が拡大する環境の中にあっても、その機能維持のため、職務に従事してきた。
緊急事態の解除後も第2波、第3波と言われる感染拡大期が発生しており、国土交通省としては、

その都度、関係業界に対し、感染拡大防止対策の徹底、ガイドラインの遵守、テレワーク等を要請し
てきた。
2020年の年末から感染が急拡大したことを背景に、2021年1月7日に、埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県を対象に、2度目の緊急事態宣言が発令された（1月13日に栃木県、愛知県、岐阜県、大阪
府、京都府、兵庫県、福岡県を追加）。2月8日以降、新規感染者数の減少等を踏まえ、順次対象地
域が縮小され、3月21日に、全都道府県において緊急事態解除が宣言された（図表Ⅰ-1-1-2）。国土
交通省では、夜間の外出自粛を推進する観点から、鉄道会社へ終電繰り上げを依頼し、終電の繰り上
げが実施されることとなった。

第1節　現在直面する危機 　

第
1
章

現
在
直
面
す
る
危
機
と
過
去
の
危
機

Ⅰ

国土交通白書　20216



 図表Ⅰ-1-1-2 新型コロナウイルス感染症の国内陽性者数の推移と政府の動き
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資料）厚生労働省発表に基づき国土交通省作成

（ 2 ）経済への影響
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、（１）に記載した通り、政府は、水際対策、緊

急事態宣言、感染防止のための「新しい生活様式」の普及等の対策を行ってきた。これらの対策によ
り、人流が抑制されるなど、社会経済の前提に急激な変化が生じ、我が国経済に対しても大きな打撃
を与えている。このため、政府として、雇用調整助成金の特例措置や資金繰り支援、感染防止対策の
ための助成金など、様々な経済対策を講じてきた。

（日本経済への影響）
ᶃਓग़のݮগ
2020年4月7日からの緊急事

態宣言や不要不急の外出自粛要請
を受け、小売り施設や公共交通機
関を中心に人出が大幅に減少し
た。Googleコミュニティ モビリ
ティ レポートによると、2020年
1月3日～ 2月6日の人出と比較
して、小売りや娯楽施設では最大
で4割程度、公共交通機関では最
大で6割程度の人出が減少してい
る（図表Ⅰ-1-1-3）。

 図表Ⅰ-1-1-3 我が国の人出の減少
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（注）対象は全国、2020 年 1 月 3 日～ 2 月 6 日の曜日別中央値と比較
資料）Google コミュニティ モビリティ レポートより国土交通省作成

動　画

そこが知りたい！新型コロナワクチン Q ＆ A　忽那医師に聞きました
出典：政府広報オンライン
URL：https://www.gov-online.go.jp/tokusyu/coronachishiki/index.html
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ᶄࡍࠃతͳԟདྷのݮগ
世界各地での感染拡大を受け､

我が国でも水際対策を強化してき
た結果、我が国の出入国者数は大
幅に減少した。法務省「出入国管
理統計」によると、2020年1月
までは前年同月比で99％の出入
国者数があったが、4月以降には
1％程度と、国際的な往来がほぼ
皆無となった。国際的な往来の減
少は、インバウンド、技術者の往
来、国際的な商談等が減少してい
るということであり、日本経済へ
大きな影響を与えている。（図表
Ⅰ-1-1-4）。

ᶅ೔ຊࡁܦのಈ޲
前述のとおり、国内の人出や国際的な往来の

減少等により、日本経済は大きな打撃を受けて
いる。実質GDP成長率は、2020年4-6月期は
前期比-8.1％と比較可能な1994年以降最低の
下げ幅を記録した。（図表Ⅰ-1-1-5）。内閣府に
よると、民間需要の動向として、「外食、旅客
輸送、娯楽サービス、宿泊等が減少に寄与」、
輸出入の動向として、「旅行（訪日外国人の国
内消費）等が減少に寄与」したとみられると発
表されている。この下げ幅は、リーマンショッ
クの影響が見られた2009年1-3月期における
前期比-4.8％よりもずっと大きく、今回の影響の大きさがわかる。

ᶆগࢠԽ͕Ճ଎͢ΔՄೳ性
我が国は少子化とそれによる人口減少が進行

しているが、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大は、少子化を加速する可能性がある。厚生
労働省「人口動態統計速報（令和３年３月分）」
によると、2020年5月以降出生数が全年同月
比を下回っており、2021年１月には、全年同
月比で約15％減少の約6万4千人となっている
（図表Ⅰ-1-1-6）。この要因としては、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大に伴う人出の減少

 図表Ⅰ-1-1-4  出入国者数（総数、前年同月比、2021年3月は速
報値）
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資料）法務省「出入国管理統計」より国土交通省作成

 図表Ⅰ-1-1-5  2021年1～3月期四半期別GDP速報
（1次速報値）
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資料）内閣府「2021 年 1 ～ 3 月期四半期別ＧＤＰ速報（1 次速報値）」

 図表Ⅰ-1-1-6 出生数（月別、前年同月比）
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や対面接触の回避などにより、妊娠や婚姻の動向に影響を与えた可能性がある。この傾向が継続する
と、少子化と人口減少がさらに加速する可能性がある。

（国土交通分野への影響）
新型コロナウイルス感染症の影響で、観光関係業界、交通関係業界等を中心に、利用者数や予約が

大幅に減少し、経営に極めて大きな影響が出ている。国土交通省においては、こうした各業界におけ
る実情を把握するため、アンケートや聞き取り等の調査を実施した。この調査により把握した新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大による各産業への影響（売上げや輸送人員、予約状況等）のうち、特
に影響が大きなものの概況は以下の通りである。なお、以下の調査結果はすべて2021年3月31日
時点までのとりまとめ結果であり、新型コロナウイルス感染症拡大前の2019年同月と比較を行った
ものである。

ᶃ॓ധ΁のӨڹ
宿泊については、業界団体等

経由で宿泊事業者に対し調査を
行った。
宿泊予約が7割以上減少したと

回答した事業者は、新型コロナウ
イルス感染症の影響がみられた3
月は27％であったが、緊急事態
宣言が出された5月には89％に
上り、極めて厳しい状況であった。
緊急事態宣言の解除後から回復傾
向が見られ、Go Toトラベル事業
の効果も重なり、11月には6％
となったが、再度の緊急事態宣言
を受けて、2月には52％まで増
加した。（図表Ⅰ-1-1-7）。

ᶄཱྀߦ΁のӨڹ
旅行については、日本旅行業協会、全国旅行業協会経由で、大手10者、中小47者に対し調査を行った。
大手旅行会社の予約人員（国内旅行）については、新型コロナウイルス感染症の影響がみられた3
月は74％減であったが、緊急事態宣言が出された5月には99％減と非常に厳しい状況であった。緊
急事態宣言の解除後から回復傾向が見られ、Go Toトラベル事業の効果も重なり、11月には18％増
となったが、Go To トラベル事業の全国一律の一時停止等の影響を受け、12月には20％減と再びマ

 図表Ⅰ-1-1-7 宿泊の予約状況
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イナスに転じ、さらに、再度の緊急事態宣言を受けて、2月には91％減、3月には82％減と、非常
に厳しい状況となっている。
中小旅行会社の予約人員についても、5月に90％減、11月には59％減、3月は85％減と、非常に

厳しい状況が継続している。（図表Ⅰ-1-1-8）

 図表Ⅰ-1-1-8 旅行の予約状況
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資料）国土交通省

ᶅି੾όε΁のӨڹ
貸切バスについては、業界団体

を通して貸切バス事業者に対し調
査を行った。
運送収入が5割以上減少したと

回答した事業者は、新型コロナウ
イルス感染症の影響がみられた3
月は90％であったが、緊急事態
宣言が出された5月には97％と
極めて厳しい状況であった。緊急
事態宣言の解除後から回復傾向が
見られ、秋の行楽期やGo Toトラ
ベル事業を背景に11月には39％
となったが、再度の緊急事態宣言
を受けて、2月には87％、3月に
は72％まで増加し、依然非常に
厳しい状況が継続している。（図
表Ⅰ-1-1-9）。

 図表Ⅰ-1-1-9 貸切バスの収入状況
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ᶆ৐߹όε΁のӨڹ
乗合バスについては、業界団体

を通して乗合バス事業者に対し調
査を行った。
高速バス等の運送収入が7割以

上減少したと回答した事業者は、
緊急事態宣言が出された5月には
95％と極めて厳しい状況であっ
た。緊急事態宣言の解除後から回
復傾向が見られ、11月には33％
となったが、再度の緊急事態宣
言を受けて、2月に74％、3月に
65％と増加し、非常に厳しい状
況が継続している。
一般路線バスについても、運

送収入が3割以上減少したと回答
した事業者は、5月93％、11月
11％、3月42％と厳しい状況が
継続している（図表Ⅰ-1-1-10）。

 図表Ⅰ-1-1-10 乗合バスの収入状況
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ᶇλΫγʔ΁のӨڹ
タクシーについては、業界団体

を通してタクシー事業者に対し調
査を行った。
運送収入が3割以上減少したと

回答した事業者は、新型コロナウ
イルス感染症の影響が見られた3
月は59％であったが、緊急事態
宣言が出された5月には99％に
増加し、極めて厳しい状況であっ
た。緊急事態宣言の解除後から回
復傾向が見られ、11月には44％
となったが、再度の緊急事態宣
言を受けて、2月に82％、3月に
65％と増加し、引き続き厳しい
状況となっている（図表Ⅰ-1-1-
11）。

ᶈۭߤ΁のӨڹ
航空については、本邦航空運送

事業者に対してヒアリング調査を
行った。
国内線の輸送人員については、

新型コロナウイルス感染症の影
響が見られた3月は50％減、緊
急事態宣言が出された5月には
93％減であった。緊急事態宣言
の解除後から回復傾向が見られ、
11月には44％減であったが、再
度の緊急事態宣言を受けて、2月
に75％減、3月に52％減と厳しい状況が続いている。国際線の輸送人員については、4月以降95％
以上減となっており、極めて厳しい状況が続いている。（図表Ⅰ-1-1-12）。

 図表Ⅰ-1-1-11 タクシーの収入状況
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 図表Ⅰ-1-1-12 航空の輸送人員状況
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ᶉమಓ΁のӨڹ
鉄道については、地方運輸局経

由で旅客運送を行う鉄軌道事業者
（175者：ＪＲ旅客会社6者、大
手民鉄16者、公営11者、中小民
鉄142者）に対し調査を行った。
中小民鉄では、輸送人員が5割

以上減少したと回答した事業者
は、新型コロナウイルス感染症
の影響がみられた3月は10％、
緊急事態宣言が出された5月には
59％であった。緊急事態宣言の
解除後から回復傾向が見られ、
11月には4％となったが、再度
の緊急事態宣言を受けて2月に
13％、3月に9％となっている。
（図表Ⅰ-1-1-13）。

 図表Ⅰ-1-1-13 鉄道の輸送人員状況
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ᶊ಺ߤɾ֎٬ཱྀߤધ΁のӨڹ
内航旅客船については、内航海

運（旅客）事業者に対し、外航旅
客船については定期航路事業者及
びクルーズ船事業者全者に対し、
業界団体・各地方運輸局等より調
査を行った。
観光船の運送収入が3割以上減

少したと回答した事業者は、新型
コロナウイルス感染症の影響が見
られた3月は80％、緊急事態宣
言が出された4・5月は100％と
極めて厳しい状況であった。緊急
事態宣言の解除後から回復傾向が
見られ、11月には56％となった
が、再度の緊急事態宣言を受けて、
2月に89％まで増加し、引き続
き厳しい状況である。（図表Ⅰ-1-
1-14）。
外航旅客船の定期航路事業に

ついては、日中航路（1者）は1
月26日以降、日韓航路（3者）
は3月9日以降、旅客輸送を休止
している。クルーズ船事業（邦
船社）については、2020年3月
～ 2021年3月は全事業者が運休
している（外航クルーズ）。2020
年10月下旬より、国内クルーズ
を順次再開しているものの、運送
収入の見込みは立っていない。

ᶋͦのଞの෼໺΁のӨڹ
「新型コロナウイルス感染症による関係業界への影響について」では、上記分野の他に、貨物自動
車運送業、内航貨物船、造船業、道の駅、不動産業、建設産業、住宅産業、建築設計業についても調
査を行っている。観光分野や交通分野ほどではないが、これらの分野についてもコロナ禍の影響が見
られる（図表Ⅰ-1-1-15）。

 図表Ⅰ-1-1-14 内航旅客船の収入状況
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 図表Ⅰ-1-1-15 その他業種の調査結果

貨物自動車運送業（運送収入） 造船業（手持ち工事量）

内航貨物船（売上金額） 道の駅（売上金額） 不動産（売上金額）

建設産業（売上金額） 住宅産業（中小工務店）（売上金額） 建築設計業（売上金額）
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資料）国土交通省

（影響を受ける産業への対応）
上記の国土交通省所管業界を含め、新型コロナウイルス感染症により影響を受ける分野への支援の

ため、政府としても様々な対策を講じてきた。これまで取りまとめられた支援策について、主なもの
を以下に記載する。
　・新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策－第 1弾－（2020 年 2月 13日）
　　　 海外からの帰国者等への支援（チャーター便や受け入れ態勢の整備等）や、新型コロナウイル

ス感染症の検査法、抗ウイルス薬、ワクチン等の開発といった国内感染対策の強化、水際対策
の強化などの対応策をとりまとめた。

　・新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策－第 2弾－（2020 年 3月 10日）
　　　 ＰＣＲ検査体制の強化・医療提供体制の整備、学校の臨時休業に伴って生じる課題への対応、

雇用調整助成金の特例措置の拡大などの措置をとりまとめた。
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　・生活不安に対応するための緊急措置（2020 年 3月 18日）
　　　�個人向け緊急小口資金等の特例の拡大、公共料金の支払の猶予、国税・社会保険料の納付の猶

予、地方税の徴収の猶予などの措置をとりまとめた。
　・�新型コロナウイルス感染症緊急経済対策～国民の命と生活を守り抜き、経済再生へ～（2020 年
4月 7日とりまとめ、4月 20日変更）

　　　�緊急支援フェーズ、V字回復フェーズの 2段階の時間軸を十分意識しながら、各施策を戦略的
に実行することにより、感染症の影響をしのぎ、その後の経済の V字回復につなげ、日本経
済を持続的な成長軌道へ戻すことを確実に成し遂げるとして、以下の対策等をとりまとめた。

　　　　緊急支援フェーズ
　　　　　　�マスク・消毒液等の確保、検査体制の強化、医療提供体制の強化などの、感染拡大防止

策と医療提供体制の整備及び治療薬の開発のための施策、雇用の維持、資金繰り対策、
税制措置などの、雇用の維持と事業の継続のための施策

　　　　V字回復フェーズ
　　　　　　�観光・運輸業、飲食業等に対する支援、地域経済の活性化などの、官民を挙げた経済活

動の回復のための施策、サプライチェーン改革、リモート化等によるデジタル・トラン
スフォーメーションの加速などの、強靭な経済構造の構築のための施策

　　　　�また、地域経済、住民生活の支援など地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに必
要な事業を実施できるよう、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を創
設した。

　　　　�国土交通省に関連した、Go To キャンペーン事業（後述）についてもここで取りまとめら
れた。

　・国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策（2020 年 12 月 8日）
　　　�雇用を維持し、経済を回復させ、新たな成長の突破口を切り開くべく、予算・規制・税制、さ

らには財政投融資を含むあらゆる政策手段を総動員した力強い経済対策として、以下の対策等
をとりまとめた。

　　　　医療提供体制の確保、感染症防止対策の徹底など新型コロナウイルス感染症の拡大防止策
　　　　�デジタル改革、グリーン社会の実現、企業の事業再構築等の支援、イノベーション等によ

る生産性向上によりポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現のための施策
　　　　防災・減災、国土強靱化のための 5か年加速化対策など安全・安心の確保のための施策

この他、国土交通省として、新型コロナウイルス感染症で影響を受けた産業への様々な支援を実施
してきたが、その主なものを以下に述べる。
　・Go To トラベル事業
　　　　国内旅行を対象に宿泊・日帰り旅行代金の 35％を割引
　　　　宿泊・日帰り旅行代金の 15％相当分の旅行先で使える地域共通クーポンを付与。
新型コロナウイルス感染症により失われた旅行需要の回復と旅行中における地域の観光関連消費の
喚起を図り、コロナ禍における「安全で安心な旅のスタイル」を普及・定着させることを目的として
2020年7月22日より事業を開始した。新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止が大前提となるた
め、関係業界のガイドラインの順守やチェックイン時などの感染予防策の徹底を事業参加の条件とし
ている。
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また、旅行者が安全安心に旅行できる環境を整備するため、6月19日に、旅行者視点での感染防
止の留意点等をまとめた「新しい旅のエチケット」（発行元：旅行連絡会（交通機関や宿泊・観光施
設等の旅行関係業界の業界団体等で構成）、協力：国土交通省・観光庁）を公表した（図表Ⅰ-1-1-
16）。

 図表Ⅰ-1-1-16 新しい旅のエチケット

資料）（一社）日本旅行業協会

　・タクシーによる飲食運送の特例
　　　 新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、食料・飲料の運送に係るニーズの増加を踏まえ、貨物

運送の原則にのっとり、貨物自動車運送事業法の許可の取得や一定の安全管理等に係る措置を
講じることを前提として、タクシー事業者が食料・飲料の運送ができるよう措置した。
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　・ 沿道飲食店等の路上利用に伴う道路占用許
可基準の緩和

　　　 飲食店等を支援するための緊急措置とし
て、十分な歩行空間の確保など歩行者等
の安全を確保した上で、沿道店舗前の歩
道等を利用してテイクアウトやテラス営
業等ができるよう、道路占用の許可基準
を緩和した（2021 年 9月 30日まで）（図
表Ⅰ -1-1-17）。

・国直轄工事及び業務の取扱い
　　　 国直轄の工事や業務について、感染防止

対策の徹底や受注者の希望に応じた一時
中止等を行い、発注者が適切に費用負担することとし、地方公共団体等にもこれを周知した。

ίϥϜ

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、外出の自粛が求められています。しかし、「密の
回避のため外出したくないが、薬の受取に行かなければならない」、「病気療養のため外出でき
ないが、生活用品の買い物に行かなければならない」という方は結構いるのではないかと思い
ます。

一方、タクシー業界は、需要が減少し、経営環境が厳しくなっています。この状況を踏まえ、
大阪のタクシー事業者「株式会社未来都」では、生活用品の配達ニーズとタクシーによる運送
をマッチングする画期的なサービス「ご近所さんタクシー」を 2020 年 5 月より始めました。

 「ご近所さんタクシー」の様子（スーパーでの買い物代行）

資料）株式会社未来都

タクシー運転手さんが買い物を
代行してくれる 「ご近所さんタクシー」
株式会社未来都

 図表Ⅰ-1-1-17  テラス営業の様子（長野県松本市）

資料）国土交通省

動　画

「新しい生活様式」を身につけましょう。家庭編
出典：政府広報オンライン
URL：https://www.gov-online.go.jp/tokusyu/newlifestyle/popup/J00020830.html

動　画

「新しい生活様式」を身につけましょう。職場編
出典：政府広報オンライン
URL：https://www.gov-online.go.jp/tokusyu/newlifestyle/popup/J00020829.html

動　画

「新しい生活様式」を身につけましょう。外出編
出典：政府広報オンライン
URL：https://www.gov-online.go.jp/tokusyu/newlifestyle/popup/J00020828.html
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「ご近所さんタクシー」は、コロナ禍の外出自粛や病気療養、もしくは外出が困難なお客さま
の日常生活におけるスーパー等の店舗でのお買い物代行、病院の順番待ち、お墓の清掃代行等
をお客さまに代わって代行するサービスです。

さらに、忘れ物の受取、チケット・切符の予約・購入まで幅広く利用が可能であり、ご近所
さんにお願いする感覚で、担当乗務員がお客さまの要望を電話で細かく伺い、最大限要望に応
じた対応をしてくれます。買い物代行にとどまらず、何でも気軽に代行をお願いできるという
ところが、このサービスの面白いところですね。

 「ご近所さんタクシー」の様子（お墓の清掃代行）

　

資料）株式会社未来都

株式会社未来都では、多様化するお客さまニーズに応え、愛されるタクシーを目指すべく、
利便性の高い施策やユニークなサービス等を打ち出すプロジェクト「めっちゃええやんタクシー
プロジェクト」を 2017 年にスタートし、様々なサービスの提供に取り組んでいます。例えば、
大阪をこよなく愛する乗務員が観光案内し、短時間でも自由気ままにサクッと大阪らしさを満
喫できる「大阪コテコテ観光タクシー」の運行や、採用活動強化策の一環として、応募者の自
宅前が面接会場になる「タクシー車内 DE めっちゃ気軽に面接」などを実施しています。

もとよりタクシーは、利用者の移動ニーズに 1 対 1 できめ細やかに対応する事業なので、買
い物、観光など、移動を介する多様なニーズにも対応できる余地があります。タクシー業界にとっ
て、コロナ禍による需要減少は非常に苦しい状況ですが、様々な工夫により、コロナ禍を乗り
越えるとともに、コロナ禍収束後に向けて、人々の多様化するニーズに的確に対応する優れた
サービスに発展していって欲しいですね。

【関連リンク】
・株式会社未来都 HP
　https://milight-taxi.co.jp/
・ご近所さんタクシー
　http://milight-taxi.co.jp/wp01/wp-content/uploads/2020/05/press_release_20200525.pdf
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 2	 災害の激甚化・頻発化
（ 1 ）災害が起こりやすい国土
我が国は、地形・地質・気象等の国土条件に

より、従来から自然災害による甚大な被害に見
舞われてきた。四方を海で囲まれ、海岸線が長
く複雑であるため、地震の際は津波による被害
が発生しやすい。また、国土の中央を脊

せき

梁
りょう

山
脈஫ 3が縦貫していることにより、ヨーロッパや
アメリカの河川に比べると全体の長さが非常に
短く急勾配で、大雨に見舞われると河川流量が
増加し洪水等の災害が起こりやすい（図表Ⅰ
-1-1-18）。さらに、山地が多いため、可住地は
平地や盆地など国土のおよそ 30％しかなく、
東京や大阪は、河川水位より低い所に位置して
いるため、洪水時には被害が大きくなりやすい
（図表Ⅰ -1-1-19）。加えて、日本列島には多く
の活断層やプレート境界が分布しているため、
世界の大規模地震（マグニチュード 6以上）の
約 2割が発生する地震多発国でもある。

（ 2 ）豪雨災害の激甚化・頻発化
近年、我が国では豪雨災害が激甚化･頻発化

し、各地で甚大な被害が発生している。例えば、
2019年の水害被害額は、全国で約2 兆1,800 
億円となり、1年間の津波以外の水害被害額が
統計開始以来最大となった（図表Ⅰ-1-1-20）。
ここでは、近年甚大な被害を発生させた平成
30年7月豪雨、令和元年東日本台風、令和2年
7月豪雨について振り返る（図表Ⅰ-1-1-21）。

஫ 3ɹ େ཮΍൒ౡΛ෼அ͢Δ຺ࢁ

 図表Ⅰ-1-1-18 我が国と諸外国の河川勾配比較

資料）国土交通省

 図表Ⅰ-1-1-19 川の水面よりも低い東京の住宅地

資料）国土交通省

 図表Ⅰ-1-1-20 津波以外の水害被害額の推移
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資料）国土交通省
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 図表Ⅰ-1-1-21 近年の主な豪雨災害による被害

ᖹᡂ30ᖺ䠓᭶㇦㞵 ௧࿴ඖᖺ東日本ྎ㢼 ௧࿴䠎ᖺ䠓᭶㇦㞵

Ⓨ⏕日 2018ᖺ6᭶28日～7᭶8日 2019ᖺ10᭶6日～10᭶13日 2020ᖺ7᭶3日～7᭶31日

㝆Ỉ㔞ほ ྐୖ
1఩䛾᭦᪂⟠ᡤᩘ

122地Ⅼ（72᫬㛫）
124地Ⅼ（48᫬㛫）
76地Ⅼ（24᫬㛫）

72地Ⅼ（48᫬㛫）
103地Ⅼ（24᫬㛫）
120地Ⅼ（12᫬㛫）

40地Ⅼ（72᫬㛫）
40地Ⅼ（48᫬㛫）
30地Ⅼ（24᫬㛫）

死者・行方不明者 271ྡ 108ྡ 86ྡ

建物全壊 6,783棟 3,229棟 1,620棟

建物༙壊 11,346棟 28,107棟 4,509棟

被害㢠 1兆2,150൨円 1兆8,800൨円 ᮍ㞟ィ

資料）国土交通省

（平成 30 年 7 月豪雨）
2018年6月28日から7月8日に発生した「平成30年7月豪雨」は、西日本を中心に全国的に広い

範囲で記録的な大雨をもたらした。
総降水量は四国地方で1,800mm、東海地方で1,200mmを超えたところもあり、7月の月降水量平

年値の2～ 4倍の大雨となったところがあった。また、九州北部、四国、中国、近畿、東海、北海道
地方の多くの観測地点で24、48、72時間降水量の値が観測史上第1位となり、広い範囲における長
時間の記録的な大雨となった。
広島県では、広島市や呉市、坂町等において

同時多発的に土石流等が発生した。岡山県で
は、小田川等の堤防決壊が生じ、倉敷市真備町
を中心として大規模な浸水被害が発生した（図
表Ⅰ-1-1-22）。愛媛県では、施設能力を上回る
規模の大雨が降ったことにより河川氾濫や土石
流等が発生し、浄水場等が土砂災害により破壊
された。全国的にも、19都道府県88市町村で
内水氾濫、1道2府29県において2,581件の土
砂災害が発生した。これにより、死者・行方不
明者が271人、家屋の全壊・半壊・一部損壊が
22,218棟発生するなど、甚大な被害が発生した。

（令和元年東日本台風）
2019年10月6日に南鳥島近海で発生した令和元年東日本台風（台風第19号）は、同月12日に伊

豆半島に上陸、その後関東地方を通過し同月13日に日本の東で温帯低気圧に変わった。
この台風の接近や通過により、静岡県や新潟県、関東甲信地方、東北地方を中心に広い範囲で記録

的な大雨となった。同年10月10日から13日までの総降水量は、神奈川県箱根町で1,000ミリに達し、

 図表Ⅰ-1-1-22  平成30年7月豪雨による被害 
（岡山県倉敷市真備町の浸水状況）

資料）国土交通省

動　画

復旧・復興状況①（広島県坂町）
出典：広島県坂町
URL：https://www.youtube.com/watch?v=0cJbwAX9D7w

【関連リンク】
平成 30 年 7 月豪雨に関する情報　
URL：https://www.gsi.go.jp/BOUSAI/H30.taihuu7gou.html#3
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東日本を中心に17地点で500ミリを超えた。特に静岡県や新潟県、関東甲信地方、東北地方の多く
の地点で3、6、12、24、48時間降水量の観測史上1位の値を更新するなど記録的な大雨となった。
これにより、広い範囲で河川の氾濫が相次い

だほか、浸水害、土砂災害等が発生し、死者
105名、行方不明者3名、重傷者43名、軽傷
者332名となった。住家被害については、全壊
が3,229棟、半壊・一部損壊が68,319棟、浸
水が29,073棟であった（図表Ⅰ-1-1-23）。また、
関東甲信越地方、東北地方を中心に停電や断水
が相次ぎ、停電が約52万戸（最大）、断水が約
16.8万戸（最大）で発生するなど、ライフラ
インにも大きな被害が生じた。
令和元年東日本台風による被害額は約1兆

8,800億円となり、津波以外の単一の水害による被害としては、水害統計開始以来最大であった。

（令和 2 年 7 月豪雨）
2020年7月3日から7月31日にかけて、日

本付近に停滞した前線の影響で、暖かく湿っ
た空気が継続して流れ込み、各地で大雨となっ
た。気象庁は、熊本県、鹿児島県、福岡県、佐
賀県、長崎県、岐阜県、長野県の7県に大雨特
別警報を発表し、最大級の警戒を呼びかけた。
同期間の総降水量は、長野県や高知県の多い所
で2,000ミリを超えたところがあり、九州南部、
九州北部、東海、及び東北の多くの地点で、
24、48、72時間降水量が観測史上1位の値を
超えた。また、球磨川や筑後川など国が管理す
る8河川、都道府県が管理する194河川で氾濫
などの浸水被害が発生した。土砂災害発生件数
は961件、高速道路等16路線25区間、直轄国
道10路線29区間、都道府県等管理道路725区
間で被害が発生した。鉄道においては、13事
業者20路線で土砂流入、線路冠水等の被害が
発生、うちJR九州久大線、肥薩線及びくま川
鉄道では橋梁が流失した（図表Ⅰ-1-1-24）。
この豪雨により、死者84名、行方不明者2名、住家の全半壊等6,129棟、住家浸水6,825棟の極

めて甚大な被害が広範囲で発生した。

図表Ⅰ-1-1-23   令和元年東日本台風による被害
（長野県長野市の住宅浸水状況）

資料）国土交通省

図表Ⅰ-1-1-24   令和2年7月豪雨による被害
（球磨川の堤防決壊）

資料）国土交通省

動　画

【消防庁動画チャンネル】令和元年東日本台風から学ぶ（全編）
出典：消防庁
URL：https://www.youtube.com/watch?v=a8cZIpcaNIY 動　画

令和 2 年 7 月豪雨への対応　～九州地方整備局～
URL：https://youtu.be/QE_cIO7UeaU
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被害が集中した熊本県では、球磨川流域の人
吉市や八代市、芦北町、球磨村、相良村におい
て未曾有の災害となった。特に、球磨村の特別
養護老人ホームでは、浸水によって14人の尊
い人命が失われた。
球磨川においては、甚大な被害が発生したこ

とを受け、国、県、市町村等が連携し、被災し
た箇所で、河道掘削、堤防整備、遊水池整備等
の取組みを集中的に実施することにより、流域
における浸水被害の軽減を図る「球磨川水系緊
急治水対策プロジェクト」が進められている。
現在は、本年の出水期に向けて、堆積土砂の撤
去、堤防決壊箇所の本復旧等が進められている。
道路についても、道路の応急復旧、流失した橋
桁の撤去、仮橋の設置等が進められている（図
表Ⅰ-1-1-25）。

（ 3 ）大規模地震のリスク
日本列島には多くの活断層やプレート境界が

分布しており、地震が発生しやすい国土条件に
ある。さらに、南海トラフ地震、首都直下地震
や日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震といった
大規模地震の発生確率が高まっている。これら
の大規模地震は、いずれも国民のいのちと暮ら
しに対し極めて甚大な被害を与えると想定され
ている（図表Ⅰ-1-1-26）。

（南海トラフ地震）
駿河湾から日向灘沖にかけてのフィリピン海プレート及びユーラシアプレートが接する海底の溝状

の地形を形成する区域を「南海トラフ」と言い、この南海トラフ沿いを震源域とする地震が南海トラ
フ地震である。
地震調査研究推進本部地震調査委員会では、次の地震の発生可能性等を評価し、随時公表してい

る。南海トラフ地震については、マグニチュード8～ 9クラスの地震の30年以内の発生確率が70
～ 80％と予測している（2021年1月13日時点）。なお、同委員会は、南海トラフでは過去1,400年
間に約90 ～ 150年の間隔で大地震が発生していることから、次の地震までの間隔を88.2年と予測

 
図表Ⅰ-1-1-25

  球磨川における復旧工事の状況　
上）堤防損壊復旧工事　 
下）仮橋設置工事

令和 3 年 4 月 7 日

令和 3 年 2 月 5 日
資料）国土交通省

 図表Ⅰ-1-1-26 大規模地震による被害想定

南海トラフ
地震

首都直下
地震

日本海溝・
千島海溝
周辺海溝型

地震

（参考）
東日本
大震災

規模 M 9.0～9.1 M 7.3 M 8.0 M 9.0

最大震度 7 7 6強 7

死者・行
方不明者

約323千人 約23千人 約2.7千人 22千人

建物全壊
約2,386千棟約610千棟 約35千棟 122千棟

・焼失

経済被害
約169.5兆円 約47兆円 約1兆円 16.9兆円

（直接）

（注）被害が最大となるケース
資料）国土交通省
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している。前回の南海トラフ地震（1944年の昭和東南海地震及び1946年の昭和南海地震）が発生
してから約75年が経過しており、次の南海トラフ地震発生の切迫性が高まっている。
政府の中央防災会議は、南海トラフ地震が発

生した際の被害想定を取りまとめている。南海
トラフ地震の震度は、2012年度に公表された
南海トラフ巨大地震に係る被害想定によると、
静岡県から宮崎県にかけての一部では震度7と
なる可能性があるほか、それに隣接する周辺の
広い地域では震度6強から6弱の強い揺れにな
ると想定されている（図表Ⅰ-1-1-27）。さらに、
関東地方から九州地方にかけての太平洋沿岸の
広い地域に10mを超える大津波の襲来が想定
されている。
また、南海トラフ地震の被害は、最大で死者

が約32.3万人、建物の全壊及び焼失棟数が約
238.6万棟と想定されている。被災地の経済被害は最大で約169.5兆円と試算されており、東日本大
震災（16.9兆円）をはるかに超えるものと想定されている（いずれも2012年度時点）。

（首都直下地震）
地震調査研究推進本部地震調査委員会では、

首都直下のマグニチュード7程度の地震（首都
直下地震）の30年以内の発生確率は、70％程
度と予測している（2021年1月13日時点）。
首都直下地震の震度は、2013年12月に公表

された内閣府「首都直下のM7クラスの地震及
び相模トラフ沿いのM8クラスの地震等の震源
断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告
書」によると、最大震度が7となる地域がある
他、広い地域で震度6強から6弱の強い揺れに
なると想定されている（図表Ⅰ-1-1-28）。ただ
し、発生場所の特定は困難であり、どこで発生
するかわからないため、想定されるすべての場
所において、最大の地震動に備えることが必要
である。なお、東京湾内の津波高さは1m以下
とされている。
また、首都直下地震の被害は、2013年12月

に公表された首都直下地震に係る被害想定によ

 図表Ⅰ-1-1-27 南海トラフ地震の震度分布

（注） 強震波形 4 ケースと経験的手法の震度の最大値の分布  
（一つの地震でこのような震度分布が生じるものではない）

資料）内閣府「南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）」

 図表Ⅰ-1-1-28 首都直下地震の震度分布

（注）震度推計に用いた 19 ケースの最大震度の重ね合わせ
　　 （一つの地震でこのような震度分布が生じるものではない）
資料） 内閣府「首都直下の M7 クラスの地震及び相模トラフ沿いの

M8 クラスの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に
関する報告書」

動　画

【首都直下地震編】全体版
出典：内閣府防災
URL：https://youtu.be/Tnxww93PgPc
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ると、最大で死者が約2.3万人、建物の全壊及び焼失棟数が約61万棟、経済被害は、建物等の直接
被害だけで約47兆円と試算されている。

	 第2節	 過去の危機と変化
我が国はこれまでも重大な危機

に見舞われ、大きな被害を受けて
きた。その一方で、危機を契機と
して、加速化した変化や顕在化し
た課題への対策を講じることで、
よりよい社会への変革を図り、実
現させてきた（図表Ⅰ-1-2-1）。
現在直面する危機についても、危
機への直接の対応だけではなく、
これを契機とした社会システムの
変革により、「豊かな未来」の実
現を図っていくべきである。
ここでは、過去に我が国を襲っ

た重大な危機として、関東大震災、
阪神・淡路大震災、東日本大震災
を取り上げ、これらの危機を契機とした変革について振り返る。

1 1	 関東大震災

（ 1 ）危機の概要
1923年9月1日にマグニチュード7.9と推定される関東大地震が発生した。これは、近代化した首

都圏を襲った唯一の巨大地震であり、南関東から東海地域に及ぶ広範な地域に被害が発生した。死者
数は105,385人、全潰全焼流出家屋数は293,387棟に上り、電気、水道、道路、鉄道等のライフラ
インにも甚大な被害が発生した。

（ 2 ）危機による変革
（区画整理事業の広がり）
震災前、東京市（当時）は急速に人口が増加し、市街化が進展していた。丸の内には都心業務街が

生まれ、山手には都心に向かうサラリーマン向け一戸建て貸家が、下町には工場周辺に労働者向け長
屋や成金職工の戸建て借家が増加。建設費が高騰し、住宅不足・高家賃を招いた。都市計画法、道路
法、借地法、借家法等の都市・住宅関係の法令が相次いで制定され、都市計画は動き出したが、市街
地の改善にはまだ実績がなかった。
このような中で震災が発生し、災害復興は、事前から国土や都市をデザインしていた方法を基に展

開された。この災害復興により近代都市計画が実体化し、これを先例とした土地区画整理事業や幹線
道路整備事業が全国の都市に広がっていった。また、この復興事業においては道路や宅地の整備が中

 図表Ⅰ-1-2-1 過去の主な危機の被害と教訓

資料）国土交通省
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